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主要事業の進捗状況を確認産業振興常任委員会　所管事務調査

表
紙
の
こ
と
ば

次回の定例会は３月上旬に開催される予定です｡

　｢議会だよりふながた｣を、住民参加型のより身近
な広報誌とするため、表紙の写真を募集します。

■応募方法：写真データを議会事務局へ持参するか
　　　　　　電子メールで送付してください。

■問 合 せ：舟形町議会事務局 32-0030
　　　　　　gikai@town.funagata.yamagata.jp
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・
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。
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い
り
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す
。

１．期　　日：令和６年11月19日（火）
２．調査内容：令和6年度所管各課の主要事業の進捗状況
〇まちづくり課
（1）舟形町総合発展計画策定事業
　①４月１日に後期短期アクションプラン策定委員会を
　　設置した（委員20名）　
（2）住民主体の地域づくり事業
　①地域運営組織の活動経過、設立支援状況報告
（3）｢次期各地区びじょん」作成事業
　①各地区で視察やワークショップを行いながら、地区
　　の取組みを検討中
（4）公共交通事業（デマンド型乗合タクシー）
　①直近までの予約システム利用状況、利用者数の実績
　　推移の報告
〇農業振興課
（1）鳥獣被害対策事業
　①今年度の農作物被害状況　
　②鳥獣被害防止総合対策交付金（国）及び山形県鳥獣

　　被害対策推進事業等の活用状況の説明
（2）｢産直まんさく」の運営状況
　①オープンから5か月経過し来客数は16,826人
　②売り上げ実績2,092万円、月平均418万円（月目標
　　420万円）、③売り上げ増に繋げるために各種イベン
　　トの開催、キャッシュレス決済の導入、SNSを立ち
　　上げ情報発信の強化等を実施した
３．所　感　
（1）まちづくり課
　①デマンド型乗合タクシーについては、買い物等のた
　　めの利便性向上が必要である。
（2）農業振興課
　①鳥獣被害対策実施隊が減少する中、報酬を含め待遇
　　の見直しが必要である。
　②産直まんさくは、冬季間地元野菜等の減少が想定さ
　　れる中、会員各位の努力と更なるイベントなどのＰ
　　Ｒを行い集客に努めることが必要である。

先進地の現状を確認産業振興常任委員会　行政視察
１．期　　日：令和６年12月13日（金）
２．目　　的：
　（１）地域運営組織及び６次産業化の取り組み
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（庄内町）
　（２）地域おこし協力隊の受け入れ態勢と活動内容　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（遊佐町）
３．視察場所　
　（１）立谷沢まちづくりセンター（庄内町）
　（２）遊佐町役場
　現地視察概要　
　（１）立谷沢まちづくりセンター　　　　　　
　　　①立谷沢地区地域運営組織を立ち上げるに至った
　　　　経緯　　　
　　　②指定管理者制度を導入した経緯・町側のメリッ
　　　　トについて　　　　　　　　
　　　③地域運営組織に町として期待する事、将来像に
　　　　ついて　　　　　　
　（２）立谷沢地域活性化センター「タチラボ」
　　　①リノベーションで６次産業化の拠点整備、地域
　　　　おこし協力隊が地域住民とコラボレーションし、
　　　　地場産の素材を使った商品開発に向け、試作・
　　　　研究を行っている事例の説明。
　　　②施設の内容紹介
　　　　つくる▶６次産業化共同利用加工場【旧保育園
　　　　　　　　１階を整備】
　　　　暮らす▶定住促進住居【旧保育園2階、旧駐在
　　　　　　　　所を整備】
　　　　語らう▶会議室（大、小）【旧保育園１階を整備】
　　　③施設整備の概算事業費の説明
　（２）遊佐町役場
　　○ 地域おこし協力隊の受け入れ体制について
　　　①雇用形態について
　　　　ア、任用形態は委嘱のみとなっている（雇用契
　　　　　　約なし）
　　　　イ、住居は町で借り上げ費用負担、暖房灯油代

　　　　　　は月額5,000円以内の実費を補填
　　　　ウ、車は１台貸与（町でリース）、ガソリン代は
　　　　　　月額20,000円以内の実費を補填
　　　②活動内容について
　　　③活動への町の関わり方について
　　　　ア、業務は所管する係と一緒に進める
　　　　イ、業務に必要な費用は（活動費）全て町の予
　　　　　　算に計上
　　　　ウ、協力隊の生活全般のフォローアップは担当
　　　　　　課、係が行う
　　　④任期満了後の定住状況について
　　　　ア、チャレンジ遊佐定着支援金、最長２年間支
　　　　　　給（月額８～10万円）
　　　　イ、起業等支援補助金（起業のための資金100
　　　　　　万円補助）
４．所　感
　（１）立谷沢まちづくりセンター
　　　庄内町では平成19年から指定管理者制度導入によ
　　るガイドラインを制定し、令和３年に公民館のコミ
　　ュニティセンター移行基本方針がが策定され、令和
　　５年10月に地域運営組織が設立された。
　　　また施設内の加工設備に関しては、町で整備を行
　　い地域住民が、地域の素材を使った加工品を製造販
　　売している。
　　　当町においては、遊休の加工施設を有効活用し地
　　元素材を使って、商品を開発することができないか、
　　参考にして模索する必要がある。
　（２）遊佐町役場　
　　　令和６年12月現在８名の隊員が活動を行い２名が
　　委嘱準備中、さらに５名を募集している。退任済み
　　協力隊21名中、10名が町内に在住しており遊佐町
　　は協力隊に対して身分、財政支援、福利厚生が整っ
　　ている。
　　　当町においても支援体制や福利厚生について課題
　　を検証し、参考にする必要がある。


